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＜研究ノート＞
「偽装結婚」の事例から人身取引の
グレイゾーンを検証する
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Focusing on the Gray Zone of Human Trafficking
by Reviewing the Cases of “False Marriage”
FUJIMOTO, Nobuki
As a result of the stricter immigration control on ‘entertainers’ from the Philippines as 
one of the major steps taken in 2005 in the Japanese government’s measures against 
human trafficking, the number of Filipino (mostly women) arriving in Japan with the 
status of residence “Entertainer” drastically decreased from 82,741 in 2004 to 1,407 in 2011. 
On the other hand, the number of crack down on false marriage couples between Japanese 
men and Filipino women has been increased. 
Many women seem to be deceived by brokers who eventually exploit them, after starting 
to work in Japan with the status of “Spouse or Child of Japanese National”. However, the 
women would be found guilty for making false entries in notarized deeds under Article 157 
of the Penal Code, if arrested. This article focuses on the gray zone between ‘criminals’ and 
victims of human trafficking, by reviewing some court cases and interviewing with women 
involved.
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フィリピンパブの盛衰と国際結婚
外国の歌手やダンサーなどに交付される在留資格「興行」で新規に来日するフィリピン人が、
ピーク時の2004年の82,741人から毎年減少の一途をたどり、2011年は1,407人まで萎んだ。「興
行」は、1980 年代以降、近年までフィリピンからの入国者（大半が女性）が最大数を占めてい
た。
歌手やダンサーといった「タレント」あるいは「エンターテイナー」であるはずのフィリピ
ン女性たちは、日本の入国管理局に提出する雇用契約書と実態とが大きく乖離し、ナイトクラ
ブで男性客の接客を専らとするホステスとして働くことを求められてきた。女性たちは店から
入国管理法（入管法）上の資格外活動にあたるホステスの仕事が強いられる上、長時間労働で
ほとんど休日もなく契約を大きく下回る低賃金といった劣悪な条件下で就労させられてきたの
である。また、売り上げのノルマを課せられ、達成できなければペナルティの支払い、そして
外出の自由も制限されるという数々の人権侵害を伴う雇用形態が明らかになっていた。そのよ
うな「フィリピンパブ」と総称される店が全国各地で林立し繁盛していたのである。
そうした状態が 20 年以上にわたり続いてきたにもかかわらず、日本政府は対策を真剣に講
じてこなかったことから、国内そして国際社会からの強い批判の的となっていた。
日本政府は 04 年 4 月にようやく対策に乗り出した。人身取引１）の撲滅と被害者の保護や国
際協力を目的に、内閣府、警察庁、法務省、外務省、厚生労働省などの局長クラスで構成され
る「人身取引対策に関する関係省庁連絡会議」が設置され、同年 12 月に「人身取引対策行動
計画」２）（以下、「行動計画」）が策定されたのである。
これを受けて、法改正が行われた。05 年 6 月の刑法改定で「人身売買罪」（第 226 条 2）が
新設されるとともに、入管法の改定により、被害者だと認定されれば滞在が不法状態にあって
も一時的な在留特別許可を付与する「被害者保護」の方策が明文化されたのである（第 50 条）。
「行動計画」では、実態把握や取締り、防止、被害者保護などの具体的施策が打ち出されて
いる。そのなかに、「興行」の在留資格・査証の見直しが防止対策のひとつにあげられ、「上陸
審査・在留審査の厳格化」の方針が盛り込まれたのである。なかでも、「興行」での入国者が
他国と比べて突出して多いフィリピンが名指しされた。「特にフィリピン政府が発行する芸能
人証明書の所持により上陸許可基準を満たすとして入国したフィリピン人に芸能人としての能
力がなく人身取引の被害者となる者が多くいると認められる」とまで明記されたのである。
法務省は 05 年 2 月、興行資格の交付に際して「芸能人としての能力の有無について実質的
な審査」を行うことを目的に厳格な基準省令へと改定し３）、同 3月からすぐさま施行した。そ
れまで招へい業者が容易に手続きできていたフィリピンからの女性「エンターテイナー」の入
国が急に難しくなったのである。いわゆる水際作戦の強化である。別の言い方をすれば、人身
取引対策のなかで、可視化できる数値として最も「効果をあげた施策」となった。
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その結果、大半のフィリピンパブは「エンターテイナー」の確保に苦慮するようになった。
中国やルーマニアへと「エンターテイナー」の多国籍化を図ったり、「興行」での来日を通じ
て日本人と結婚したフィリピン女性を急きょ雇用するなどで急場を耐え忍ぼうとした。しかし、
外国からの若い女性の「供給」は追いつかず、閉店に追い込まれる店が相次いだ。業界関係者
やフィリピンパブの熱狂的なファンによって、そうした切羽詰った状況を伝えるブログがいく
つも立ち上がったほどだ。
「行動計画」はまた、「興行」の在留資格・査証の見直しの次項に、偽装結婚対策を据えたのだ。
日本人との婚姻を偽装して「日本人の配偶者等」の在留資格を受けた場合には、04 年に入管法
に新設したばかりの在留資格取消制度を活用することに加え、特に酒類提供飲食店でホステス
として働く外国人は、在留資格「日本人の配偶者等」を有する者が相当数を占めている状況が
認められることをあげ、婚姻の実態に疑義のある者の追跡調査・告発を表明している。
「興行」の厳格化と偽装結婚の監視という施策が抱き合わせで打ち出されたのである。実際、
因果関係は実証できないが、「行動計画」の実施の過渡期である 04 年から 06 年にかけて特筆
すべき現象が起きた。04 年には 82,741 人だった「興行資格」での新規入国者数が 2005 年には
47,765 人に半減し、06 年には 8,607 人へと急減した。それに反比例するかのように、日本男性
とフィリピン女性との婚姻数４）が 8,397 組（04 年）、10,242 組（05 年）、12,150 組（06 年）へ
と急増した。「駆け込み結婚」のような現象が一時的に起きた。しかし、フィリピンパブが激
減し「出会いの場」が少なくなったせいなのか、07 年以降国際結婚の件数は毎年減少を続け、
11 年は 4,290 組にまで減った。
リリーのケース
各地の繁華街からフィリピンパブの灯りがほとんど消えた 09 年 4 月、大阪市内の歓楽街で
入口の看板にフィリピン女性の顔写真が貼ってある店を見かけた筆者は興味津々で入店した。
店内には、若いフィリピン女性が 8人ほどホステスとして待機していた。席に案内されるとリ
リーという 20 歳の女性が筆者の席に着いた。初来日で 1か月も経っていないことから、日本
語をほとんど理解しなかった。筆者がタガログ語を少し話すことで安心したのか、数回店に顔
を出すうちに彼女は打ち解け、来日のいきさつや日本での苦悩を打ち明け始めた。
マニラの日本人客相手のパブでホステスをしていたときに、日本人男性客から、日本で長期
に働けるといって別の日本男性との偽装結婚話を持ちかけられたという。その男はブローカー
であったのだ。彼女は当時、未婚で子どもを産んだばかりで、父親である相手のフィリピン男
性とは別れた直後であった。偽装結婚という行為に迷いはあったものの、幼子を育てるため、
そして年少のきょうだいなどの生活を支えるために、日本でホステスとして働くことを決意し
たのであった。
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来日前に、ブローカーと渡航経費の返済や賃金に関する契約書にサインをさせられた。日本
語で書かれていたため、内容はブローカーを補佐するフィリピン人女性にタガログ語で口頭説
明されたのみであった。契約書には、彼女のみならず両親もサインさせられたという。
日本での賃金は、月額 5万円の約束。しかし、そのうちの半分は、ブローカー（彼女はマネー
ジャーと呼んでいた）が貯金することを命じて、通帳は自分名義であるのだが、パスポートと
ともに預けさせられていた。自分の IDとして所持していたのは常時携帯義務の伴う外国人登
録証明書５）であった。ほとんど休暇を与えられることもなく、夕方から未明にかけて働いてい
た。契約は 3年間。途中で契約を破棄するならば高額の罰金を支払わなければならないことを
覚悟していたが、現時点の自分の「負債」がいくらなのかさえ把握していなかった。
来日から 3カ月たった 09 年 7 月に聞いたところ、ブローカーからの賃金は（働いているパ
ブからは直接支払われない）、諸経費の天引きだとして、来日後一度も受け取っていなかった。
パブから支給される一日あたり 500 円の食費と、客から指名を受けた際の歩合報酬やチップな
どでかろうじて現金を得ているが、家族に送金する余裕は全くない。同じブローカーのもとで
同様の状態にいる同僚が 3人いた。いずれも日本人の「夫」とは同居しておらず、同僚たちと
同じアパートの別室にそれぞれ一人で住んでいるとのことだった。店での仕事はあくまで接客
で、売春こそ強要されないが、生活上の管理は厳しくブローカーがときおりアパートまで監視
にやってくるという。店には、ブローカーが準備した車で同僚ととともに送迎されていた。
彼女は、ブローカーの支配下に置かれながら、その劣悪な労働条件や不明朗な「負債」を負
わされている実態から、搾取され続けているのは明らかだった。しかし、彼女には被害者とし
ての認識はなかった。とにかく契約を全うしなければならないこと、そして金を稼いでフィリ
ピンに送金することが自分の使命だと「納得」しているかのようだった。一方、偽装結婚をし
ていることへの「罪の意識」が強く、外登証を常時携帯していても、外出時に警察官の姿を見
かけるたびに怖くなると言っていた。
彼女との連絡は、筆者が客として店に行くか、彼女の持つプリペイドの携帯電話、筆者の自
宅の固定電話、それに Eメールをその手段にしていた。彼女たちが働いていたパブは客入りが
悪いため、数日以内に別の店に飛ばされるとの連絡を受けた。しかし、しばらく多忙のため連
絡をとらないうちに、なぜか携帯電話やメールがつながらなくなってしまった。店に足を運ぶ
と、彼女と同僚は他店へ移ったと知らされた。しかし、日本人従業員、他のフィリピン人女性
たちに尋ねても、「行き先は知らない」という返事が返ってくるだけだった。結局、リリーと
は連絡がとれなくなってしまったのである。
入国管理行政と国際結婚の手続き
日本人と結婚すると、外国人妻（夫）は「日本人の配偶者等」の在留許可を取得し、在留期
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間は 1年もしくは 3年６）で、職種に制限なく働くことができるようになる。制限ずくめの他の
在留資格と比べれば「安定」した状態で滞在することができる。そして、日本在住 3年で永住
資格、もしくは日本国籍取得の申請要件のひとつが整うのである。
しかし、国際結婚、そして在留資格「日本人の配偶者等」の申請手続きは煩雑だ。婚姻の成
立には、基本的には日本と相手国の法律・規則に基づいて手続きをしなければならないことに
加え、「日本人の配偶者等」の資格を得てカップルが日本で生活するためには入管局から在留
資格認定証明書の交付を受けることがその前提となる。そのためにたくさんの書類提出が求め
られるのである。たとえば、結婚に至った経緯、使用言語、結婚式の日時・場所、親族構成な
どを詳述する質問書、日本人配偶者の納税証明書・在職証明書などだ。
日本人どうしの婚姻ならばまず問われることのないプライバシーが、国際結婚では重要視さ
れ、そのカップルだけしか知らない、他人が踏み込みにくい領域まで証明書類として否応なく
提出させられるのである。
これには、「偽装結婚」の防止を目的とする「行動計画」における施策や従来からの入国管
理行政が背景にある。そのため、結婚という私的領域に、こと細かな審査が伴うのだ。「怪しい」
と疑われれば「日本人の配偶者等」の資格を取得することができなくなる。これは日本に限ら
ず、程度の差こそあれ各国に共通する政策である。カップルに「真正な結婚」であることの証
拠を求め、入管局は裁量的判断を行うのだ。
日本国憲法第 24 条は、「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有す
ることを基本として、相互の協力により、維持されなければならない」と定めている。つまり、
男女の合意があれば「真偽」に関わりなく婚姻は成立するはずである。
一方、民法第 752 条は、「夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければならない」と規定し、
同居、協力及び扶助を義務づけることで「婚姻のあるべき姿」に踏み込んでいる。これが「真正」
と「偽装」を峻別する法的基準であろう。
婚姻の実態がないと疑われると、刑法第 157 条が定める「公正証書原本不実記載」、同行使（第
158 条）などの容疑で摘発・逮捕される。起訴されれば裁判へと持ち込まれるのである。この
場合の公正証書とは戸籍簿である。有罪となれば、「5年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金」
という処罰が科せられる。
国際結婚と人身取引
日本人の配偶者は職種に制限なく就労できることから、発展途上国出身の女性を「偽装結婚」
させるというビジネスに目をつけている人身取引のブローカーが暗躍している。一方、偽装結
婚を企てるブローカーは、監視をかいくぐるために「真正」の装いを巧妙に組み立てるのである。
警察庁や入管局は、婚姻実態の追跡調査や、04 年以来、「不法滞在者と思われる外国人に関
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する情報」を市民から入管局のウェブサイトを通じて受け付けるなど、監視を強め、摘発を続
けている。
「偽装結婚」を仲介するブローカーが逮捕されるという報道も最近増えてきた。ブローカーが、
たとえば多重債務を背負っている日本男性に接近して謝礼の支払いを条件に途上国の女性との
「偽装結婚」、つまり「夫」となる話を持ちかけるのである。
そうした借金弁済や、婚姻手続きのコストを支払うのは、「国際結婚」を通じて来日した女
性たちである。連絡がとれなくなったリリーはその典型であろう。「日本人の配偶者」として
来日するものの、多額の借金を背負わされて毎日働くことになるのだ。報道によると、売春を
強いられるケースもあるようだ。
筆者は数年来、新聞の印刷版、あるいはインターネット版に小さく掲載される偽装結婚、と
りわけフィリピン人女性のケースに関する記事に注意を払っている。それを手がかりに、「公
正証書原本不実記載」の罪に問われ起訴された「カップル」やブローカーの公判を傍聴してき
てきた。同一事件に複数の被告人の公判手続が別々の法廷で進められることから、全員の審理
をフォローすることは時間的に不可能であるため、女性と日本人ブローカーに絞って傍聴を試
みてきた。
傍聴者が訴状をはじめとする裁判資料を閲覧できないため、法廷での口頭弁論のみで事件の
概要を把握するほかないのだが、筆者の傍聴した数ケースは、リリーがブローカーの意のまま
に動かされてきたのとほぼ同様のパターンであった。いずれの被告人も大筋を認め、情状酌量
を求めて裁判に臨んでいた。
検察官から追及される論点は、ブローカーの場合、「常習的・職業的犯行」「複数の不法入国
者を生んだ」「一件につき数十万円という高額の利益を得ている」などである。当事者のフィ
リピン女性は、「長期在留資格の取得のための犯行」「共犯者が主導した犯行であることを考慮
しても、偽装結婚の当事者として犯行に不可欠な存在である」という「刑事責任の重さ」が追
及される。
最終的には、いずれも有罪判決を受けた。反省の弁、更生の誓いなど斟酌すべき事情が考慮
され、猶予判決が出された。たとえば、ブローカーは「懲役 3年、執行猶予 5年」、女性は「懲
役 1年 6カ月、執行猶予 3年」といった判決であった。傍聴はできていないが、相手の日本人
男性も同様の判決を受ける場合が多いと聞く。
有罪判決の理由は、「戸籍の信用性を害したこと」が共通する根拠である。ときには「入国
管理行政の適正さを害したこと」も指弾される。
女性たちは在留資格を取り消され、「犯罪者」としてフィリピンに退去強制されるのであった。
「行動計画」が掲げる被害者の保護は、完全に後景に追いやられてしまっているのである。狭
隘な基準による行政や司法による杓子定規の判断ではなかろうか。
確かに、女性たちは最初から在留資格目的の「偽装結婚」が罪になることを自覚していたか
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もしれない。しかし、ブローカーが女性の貧困につけこみ、偽装結婚に誘導したこと、日本で
負わされるのは予期せぬ多額の借金や厳しい労働条件などは、取り調べ段階から調書に記載さ
れており、裁判でも明らかにされる。そのようなケースは最初から逮捕・起訴をすることなく、
人権と人道に基づき保護をして、人身取引だと認定すべきではなかろうか。しかし、現状は、
ブローカーを「人身売買罪」などで摘発するといった判断とはほど遠い。女性たちは被害者と
して扱われず、婚姻を偽装し、戸籍の信用性を害した犯罪者として裁かれているのである。
確かに、偽装結婚という「犯罪行為」と、人身取引という重大な人権侵害との間にはシロと
クロの識別が難しい幅広いグレイゾーンが控えている。そのグレイゾーンの中で、複雑に入り
組んだ迷路を抜けるための道筋を追求することこそが人身取引の解決への一方策ではなかろう
か。
注
１）人身取引（トラフィッキング）とは、国連が 2000 年に採択した「国際的な組織犯罪の防止に関する国
際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」
の第 3条の定義によれば、売春や強制労働をさせるといった搾取を目的として、暴力・脅迫・誘拐・
詐欺・弱い立場につけ込むなどの手段を用いて、人をリクルート・移送・収受するなどの行為をさす。
日本は未批准だが、政府は人身取引の定義をこの議定書に則して解釈しているとしている。
２） 全文は内閣官房のウェブサイトに掲載されている。2009 年に改定版が策定された。http://www.cas.
go.jp/jp/seisaku/jinsin/index.html　（12 年 12 月 20 日アクセス）
３）「外国の教育機関において当該活動に係る科目を二年以上の期間専攻したこと」、もしくは「二年以上
の外国における経験を有すること」などの要件を満たしていること、そしてその証明書類を求められ
るようになった。この「外国」というのは日本以外の国をさす。
４）厚生労働省が集計している人口動態統計年報の婚姻統計による。
５）2012 年 7 月からの改定入管法の施行により、外国人登録証明書から在留カードに替っている。
６）改定入管法のもとでは、「日本人の配偶者等」の在留期間は 1年、3年に加えて 6カ月と 5年が追加さ
れた。
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